


































（２）　2016 年の平均勤続年数は，一般労働者の 11.9 年に対して，短時間労働者は 5.7 年である（厚生労働省「賃金構
造基本統計調査」より）。
（３）　厚生労働省「新規学卒就職者の学歴別就職後 3 年以内離職率の推移」より。なお，2014 年 3 月大卒の 3 年以内
離職率は，32.2％である。





























（５）　浜村彰ほか「座談会　改正労働者派遣法の問題点と課題」『労働法律旬報』1870 号（旬報社，2016 年）17 頁
〔毛塚勝利〕。また，髙梨昌編著『詳解　労働者派遣法（第 3 版）』（エイデル研究所，2007 年）29 頁も参照。



















































































































































































（３０）　深谷信夫「規制緩和と労働法制」『労働の科学』54 巻 5 号（労働科学研究所，1999 年）276-277 頁。
（３１）　その後，水林彪「『憲法と経済秩序』の近代的原型とその変容―日本国憲法の歴史的位置」『季刊企業と法








































































































































　憲法 22 条はマッカーサー草案の 22 条に由来する。マッカーサー草案の 22 条には，“Academic 


















































































（４９）　経済産業省「雇用関係によらない働き方」に関する研究会 報告書（2017 年 3 月）参照。
（５０）　公正取引委員会「人材と競争政策に関する検討会」（2017 年 7 月）。
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法」は，雇用のみを対象とする法律からの脱却が目指されていると理解できよう。
　その証左に，改正後の「雇用対策法」で求められる国の施策として，「多様な就業形態の普及，
雇用形態又は就業形態の異なる労働者の間の均衡のとれた待遇の確保に関する施策を充実するこ
と。」とされている点が挙げられる。ここでも，「雇用形態」とは異なる「就業形態」が，その対象
とされている。
さいごに
　「はじめに」で言及した「労働市場法は，はたしてその役目を十分に果たしているだろうか」と
「労働市場法はそれらの受け皿となりえるだろうか」という問いに対しては，残念ながら否といわ
ざるを得ない。労働市場法には，まだまだ課題が山積である。
　とはいえ，雇用を含む労働の流動化はますます加速しそうな勢いである。すなわち，労働市場法
の重要性は，今後ますます高まることが予想される。これに対応して，労働法学においても，労働
市場法の体系化等の努力がより一層要請されることになろう。様々な変化にも耐えうる（理念・哲
学のある）労働市場政策の形成が期待されているのである。
 （ぬまた・まさゆき　法政大学法学部教授）　
